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はじめに

現在のわが国においては、近い将来に到来する本格的な少子高齢化など、様々な社

会的課題の解決策の１つとして、低廉で高速なネットワークの整備により、「いつでも、ど

こでも、何でも、誰でも」使える、いわゆる「ユビキタスネット社会」の実現が不可欠である

と言われており、また、官民を問わず、その業務運営において、情報通信技術（ICT）が

重要な役割を担うようになってきています。

インターネットは既に住民の生活の中に浸透し、とりわけ民間分野においては、多くの

サービスがインターネット経由で受けられるようになっていますが、行政サービスについ

ては、平成21(2009)年に国が策定した「i-Japan戦略2015」によれば、平成13(2001)年

にIT戦略本部を設置し、「e-Japan 戦略」においてはネットワーク基盤の整備を中心に、

平成15(2003)年の「e-Japan 戦略Ⅱ」以降はデジタル技術の利活用による社会経済構

造の改革を中心に、様々な政策を推進してきたところですが、LGWANや住民基本台帳

ネットワークなどの情報通信基盤（情報インフラ）整備は進んだものの、多くの国民がそ

の成果を実感する段階までには至っていないと言えます。

こうした中で、当町においても、「府中町第３次総合計画」（３次総）の中で、「情報化の

促進」を、住民に「愛着ある暮らし心地」を実感してもらうための施策の１つとして位置づ

け、「住民参加やコミュニティ・生涯学習活動などの振興、行政サービスの効率化や利便

性の向上を図るため、情報システムの整備を促進」していくこととしたものです。具体的

には、電子自治体構築の第一歩として、平成14(2002)年から「町総合行政情報システ

ムネットワーク」を整備し、職員一人一台のパソコンの設置、業務システムのホスト方式

からクライアント／サーバ方式への切替え、電子申請システムの導入などにより、業務

を円滑に遂行する上での必要最低限の情報インフラが整ったところです。

今後は、この情報インフラの客観的な検証や評価を行うとともに、それらを十分に活用

しつつ、さらには新たなICTの導入も図りながら、電子自治体を推進していく必要があり

ますが、その事業化に際しては、多くの人的・財政的な負担が不可欠であることから、法

制度の改正も踏まえて、当町の現状を十分に勘案しつつ、住民にとって真に必要なもの

を取捨選択した上で実施していかなければならず、「３次総後期基本計画」の具現化に

向けた中長期的な基本戦略及びアクションプランとして、このたび「府中町電子自治体

推進基本構想」を定めるものです。

なお、引き続きICTの急速な進歩・発展等、町を取り巻く社会情勢の大幅な変化が見

込まれることから、この内容については、今後も必要に応じて適宜見直しを行っていくこ

ととしています。




